


















市町村合併（Municipal Amalgamation）、過疎対策事業債（Municipal Bonds of 






























































































































の要件 ②昭和35年～平成7年（35年間） ②昭和35年～平成17年（45年間） ②昭和40年～平成22年（45年間）
人口減少率　　25％以上　かつ 人口減少率　　28％以上　かつ 人口減少率　　28％以上　かつ
平成7年高齢者比率　24％以上 平成17年高齢者比率　29％以上 平成22年高齢者比率　32％以上
人口要件 ③昭和35年～平成7年（35年間） ③昭和35年～平成17年（45年間） ③昭和40年～平成22年（45年間）
かつ 人口減少率　　25％以上　かつ 人口減少率　　28％以上　かつ 人口減少率　　28％以上　かつ





●H8-H10  財政力指数　0.42以下 ●H18-H20  財政力指数　0.56以下 ●H22-H24  財政力指数　0.49以下
●公営競技収益　　13億円以下 ●公営競技収益　　20億円以下 ●公営競技収益　　40億円以下
公示 当初（H12.4.1） 　法延長当初（H22.4.1） 　法延長当初（H26.4.1）
市町村数   １，１７１／３，２２９  　　 ７７６／１，７２７  　　 ７９７／１，７１９
追加（H14.4.1） 　（H25.4.1現在）




























































































































































































過疎の種類 自治体数 人口(人) 財政力指数 過疎債 特例債 合計
全域過疎 159 25,134 0.283 5.172% 5.035% 10.207%
みなし過疎 31 49,147 0.364 3.640% 6.137% 9.777%
一部過疎 135 119,790 0.546 0.803% 6.042% 6.844%



















利償還金に対する補助金」（ itaxallo ）、「経常歳入」（ irev ）、「実質公債費比率ダミー（20％
以上 25％未満）」（ iDER ,2520− ）、「実質公債費比率ダミー（25％以上）」（ iDER ,25 ）、「地方










































































































2014 年の報告書において、合併算定替の終了に伴う 590 市町村の普通交付税額の削減額






































・人口要件：1965 年～2000 年の 35 年間の人口が減少（2010 年 3 月 31 日以前の合併）、
1965年～2005年の 45年間の人口が減少（2010年 4月 1日以後の合併）かつ 1975 年～
2000年の 25年間の人口が減少（2010年 3月 31日以前の合併）、1980年～2005年の 25
年間の人口が減少（2010年 4月 1日以後の合併） 
・財政力要件：廃置分合等前 3 か年平均の財政力指数 0.42 以下（2010 年 3 月 31 日以前
75
 16
の合併）、0.56以下（2010年 4月 1日以後の合併） 
なお、財政力指数が 0.42～0.71以下（2010年 3月 31日以前の合併）、0.56～0.70以下
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